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単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有（１単元    100株）

1. 18年 9月中間期の業績 （平成18年 4月 1日～平成18年 9月30日）
( 1 )経営成績              （百万円未満は切り捨てて表示しております。）

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期       18,887    15.8       2,368   120.7       2,689    98.0
17年 9月中間期       16,312     2.7       1,073    36.8       1,358    33.4

18年 3月期       35,929－        3,168－        3,723－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

18年 9月中間期        1,553    95.2          67.10
17年 9月中間期          795    21.0          41.27

18年 3月期        2,300－          95.64

(注 )1.期中平均株式数 18年 9月中間期     23,151,970株 17年 9月中間期     19,286,776株
18年 3月期     23,142,570株

2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期       54,111       43,655     80.7      1,882.41
17年 9月中間期       49,954       40,997     82.1      2,125.30

18年 3月期       54,244       43,248     79.7      1,865.53

(注 )1.期末発行済株式数 18年 9月中間期     23,191,457株 17年 9月中間期     19,290,067株
18年 3月期     23,136,517株

2.期末自己株式数 18年 9月中間期      1,403,743株 17年 9月中間期      1,205,933株
18年 3月期      1,458,683株

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
通 期       37,800       5,090       2,540

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         109円 52銭

3. 配当状況

・ 現 金 配 当 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 )

中 間 期 末 期 末 年 間
18年 3月期 10.00 24.00 34.00
19年 3月期(実 績 ) 15.00 －
19年 3月期(予 想 ) － 19.00 34.00

(注 )18年 9月中間期末配当金の内訳 記念配当 － 円 － 銭 特別配当 － 円 － 銭

※ 上 記 予 想 に 関 す る 事 項 は 、 「 決 算 短 信 （ 連 結 ） 」 添 付 資 料 の 「 連 －7」 頁 を ご 参 照 下 さ い 。
※ 平 成18年3月 期 に お い て 株 式 分 割 を 行 っ て お り ま す 。 １ 株 当 た り 情 報 の 各 指 標 に つ き ま し て は 添 付
資 料 「 個 －10」 頁 の 「6.１ 株 当 た り 情 報 」 を ご 参 照 下 さ い 。
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Ⅰ.個別中間財務諸表 

1.中間貸借対照表 

（ 単位： 百万円）

年      度 17年9月中間期 18年9月中間期 18年3月期 前期末比

(平成17年9月30日現在) (平成18年9月30日現在) (平成18年3月31日現在) 増　 　 減

科      目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 （ △印減）

(資産の部) ％ ％ ％

Ⅰ流動資産

1.現金及び預金 3, 147 4, 797 3, 336 1, 460

2.受取手形 2, 999 3, 461 3, 253 208

3.売掛金 9, 778 10, 735 11, 810 △ 1, 075

4.有価証券 4, 016 4, 019 4, 016 2

5.製品 997 1, 273 1, 077 195

6.原材料 359 431 379 51

7.仕掛品 1, 696 2, 025 1, 899 126

8.貯蔵品 66 82 61 21

9.前払費用 96 93 89 3

10.短期貸付金 597 398 544 △ 145

11.未収入金 220 319 264 54

12.繰延税金資産 450 471 461 10

13. その他の流動資産 19 32 30 2

14.貸倒引当金 △ 81 △ 1 △ 21 20

流動資産合計 24, 366 48. 8 28, 139 52. 0 27, 203 50. 2 935

Ⅱ固定資産

( 1)有形固定資産

1.建物 4, 989 4, 724 4, 838 △ 113

2.構築物 348 313 330 △ 16

3.機械装置 3, 444 3, 281 3, 313 △ 32

4.車両運搬具 43 39 37 1

5.工具器具備品 906 879 884 △ 4

6.土地 2, 747 2, 747 2, 747 －

7.建設仮勘定 253 255 182 73

有形固定資産合計 12, 732 25. 5 12, 241 22. 6 12, 334 22. 7 △ 92

( 2)無形固定資産

1. ソ フト ウェア 80 58 70 △ 11

2. その他の無形固定資産 42 39 40 △ 1

無形固定資産合計 122 0. 2 97 0. 2 111 0. 2 △ 13

( 3)投資その他の資産

1.投資有価証券 6, 357 6, 936 8, 100 △ 1, 164

2.関係会社株式 2, 525 2, 954 2, 732 221

3.長期貸付金 1, 734 1, 600 1, 625 △ 25

4.保険積金 1, 052 1, 073 1, 061 11

5.差入保証金 377 372 374 △ 1

6.その他の投資等 990 991 992 △ 1

7.貸倒引当金 △ 305 △ 296 △ 292 △ 3

投資その他の資産合計 12, 732 25. 5 13, 632 25. 2 14, 594 26. 9 △ 962

固定資産合計 25, 588 51. 2 25, 971 48. 0 27, 040 49. 8 △ 1, 068

資産合計 49, 954 100. 0 54, 111 100. 0 54, 244 100. 0 △ 132  



 

個－2 

（ 単位： 百万円）

年      度 17年9月中間期 18年9月中間期 18年3月期 前期末比

(平成17年9月30日現在) (平成18年9月30日現在) (平成18年3月31日現在) 増　 　 減

科      目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 （ △印減）

(負債の部) ％ ％ ％

Ⅰ流動負債

1.買掛金 3, 549 4, 218 4, 482 △ 264

2.短期借入金 1, 417 1, 097 1, 455 △ 357

3. 1年以内返済長期借入金 0 0 0 －

4.未払金 486 309 159 149

5.未払法人税等 494 1, 023 973 49

6.未払消費税等 62 148 129 19

7.未払費用 651 819 732 87

8.賞与引当金 755 802 794 8

9.役員賞与引当金 － 34 － 34

10. その他の流動負債 74 297 75 221

流動負債合計 7, 492 15. 0 8, 752 16. 2 8, 803 16. 2 △ 51

Ⅱ固定負債

1.長期借入金 2 2 2 △ 0

2.繰延税金負債 334 635 990 △ 354

3.退職給付引当金 534 613 564 48

4.長期未払金 396 244 406 △ 161

5.預り 保証金 196 207 227 △ 20

固定負債合計 1, 464 2. 9 1, 703 3. 1 2, 192 4. 0 △ 488

負債合計 8, 957 17. 9 10, 455 19. 3 10, 995 20. 3 △ 539

(資本の部)

Ⅰ資本金 8, 585 17. 2 － － 8, 585 15. 8 －

Ⅱ資本剰余金

1.資本準備金 9, 474 － 9, 474 －

2.その他資本剰余金

 ( 1) 自己株式処分差益 4 － 4 －

資本剰余金合計 9, 478 19. 0 － － 9, 478 17. 5 －

Ⅲ利益剰余金

1.利益準備金 570 － 570 －

2.任意積立金

 ( 1)研究開発積立金 1, 600 － 1, 600 －

 ( 2) 固定資産圧縮積立金 12 － 12 －

 ( 3)別途積立金 16, 450 － 16, 450 －

3.当期未処分利益 5, 121 － 6, 432 －

利益剰余金合計 23, 754 47. 6 － － 25, 066 46. 2 －

Ⅳその他有価証券評価差額金 1, 701 3. 4 － － 2, 671 4. 9 －

Ⅴ自己株式 △ 2, 523 △ 5. 1 － － △ 2, 553 △ 4. 7 －

資本合計 40, 997 82. 1 － － 43, 248 79. 7 －

負債資本合計 49, 954 100. 0 － － 54, 244 100. 0 －  
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（ 単位： 百万円）

年      度 17年9月中間期 18年9月中間期 18年3月期 前期末比

(平成17年9月30日現在) (平成18年9月30日現在) (平成18年3月31日現在) 増　 　 減

科      目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 （ △印減）

(純資産の部)

Ⅰ株主資本

1.資本金 － － 8, 585 15. 9 － － －

2.資本剰余金

 ( 1)資本準備金 － 9, 474 － －

 ( 2) その他資本剰余金 － 29 － －

資本剰余金合計 － － 9, 503 17. 6 － － －

3.利益剰余金

 ( 1)利益準備金 － 570 － －

 ( 2) その他利益剰余金 － 25, 406 － －

研究開発積立金 － 1, 650 － －

固定資産圧縮積立金 － 12 － －

別途積立金 － 16, 450 － －

繰越利益剰余金 － 7, 294 － －

利益剰余金合計 － － 25, 977 48. 0 － － －

4.自己株式 － － △ 2, 458 △ 4. 5 － － －

株主資本合計 － － 41, 607 76. 9 － － －

Ⅱ評価・ 換算差額等

1. その他有価証券評価差額金 － － 2, 048 3. 8 － － －

純資産合計 － － 43, 655 80. 7 － － －

負債純資産合計 － － 54, 111 100. 0 － － －  
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2.中間損益計算書 

（ 単位： 百万円）

年      度 17年9月中間期 18年9月中間期 18年3月期

平成17年4月1日から 平成18年4月1日から 増     減 平成17年4月1日から

平成17年9月30日まで 平成18年9月30日まで （ △印減） 平成18年3月31日まで

科      目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 金   額 構成比

Ⅰ売上高 ％ ％ ％

1.売上高 16, 312 100. 0 18, 887 100. 0 2, 574 35, 929 100. 0

Ⅱ売上原価

1.製品期首棚卸高 957 1, 077 957

2.当期製品製造原価 11, 491 12, 844 25, 199

計 12, 448 13, 922 26, 156

3.製品期末棚卸高 997 11, 451 70. 2 1, 273 12, 649 67. 0 1, 198 1, 077 25, 079 69. 8

   売上総利益 4, 861 29. 8 6, 237 33. 0 1, 376 10, 850 30. 2

Ⅲ販売費及び一般管理費 3, 788 23. 2 3, 868 20. 5 80 7, 682 21. 4

   営業利益 1, 073 6. 6 2, 368 12. 5 1, 295 3, 168 8. 8

Ⅳ営業外収益

1.受取利息 23 20 43

2.受取配当金 109 95 188

3.為替差益 45 － 93

4. ロ イヤリ ティ 収入 48 146 132

5.受取手数料 17 28 31

6.保険金収入 6 3 12

7. その他の営業外収益 47 297 1. 8 62 357 1. 9 59 102 605 1. 7

Ⅴ営業外費用

1.支払利息 4 4 9

2.為替差損 － 4 －

3.環境対策費用 － － 10

4. その他の営業外費用 7 12 0. 1 27 36 0. 2 23 30 49 0. 1

   経常利益 1, 358 8. 3 2, 689 14. 2 1, 331 3, 723 10. 4

Ⅵ特別利益

1.子会社株式売却益 28 － 28

2.投資有価証券売却益 － － 14

3.貸倒引当金戻入益 4 32 0. 2 20 20 0. 1 △ 12 76 120 0. 3

Ⅶ特別損失

1.固定資産処分損 70 9 126

2.投資有価証券評価損 29 99 0. 6 98 107 0. 6 8 29 156 0. 4

   税引前中間(当期)純利益 1, 292 7. 9 2, 601 13. 8 1, 309 3, 687 10. 3

   法人税、 住民税及び事業税 468 980 1, 388

   法人税等調整額 28 496 3. 0 68 1, 048 5. 6 552 0 1, 387 3. 9

   中間(当期)純利益 795 4. 9 1, 553 8. 2 757 2, 300 6. 4

   前期繰越利益 4, 325 － 4, 325

   中間配当額 － － 192

   中間(当期)未処分利益 5, 121 － 6, 432

△△△△△
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3.中間株主資本等変動計算書 

18 年 9 月中間期（平成 18 年 4 月 1日から平成 18 年 9 月 30 日まで） 

( 単位： 百万円)
株主資本

資本剰余金 利益剰余金
その他利益剰余金

研究
開発
積立金

固定
資産
圧縮
積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年3月31日残高 8, 585 9, 474 4 9, 478 570 1, 600 12 16, 450 6, 432 25, 066 △ 2, 553 40, 576

中間会計期間中の
変動額

株式交換にと もなう
自己株式の処分

24 24 99 124

研究開発
積立金の積立 (注)

50 △ 50 － －

固定資産圧縮
積立金の取崩 (注)

0 0 － －

剰余金の配当 (注) △ 555 △ 555 △ 555

役員賞与 (注) △ 87 △ 87 △ 87

中間純利益 1, 553 1, 553 1, 553

自己株式の取得 △ 4 △ 4

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の
変動額(純額)

中間会計期間中の
変動額合計

－ － 24 24 － 50 0 － 861 911 94 1, 030

平成18年9月30日残高 8, 585 9, 474 29 9, 503 570 1, 650 12 16, 450 7, 294 25, 977 △ 2, 458 41, 607

利益
準備金

利益
剰余金
合計

資本金
自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

△

△

△

△

評価・ 換算差額等

平成18年3月31日残高 2, 671 2, 671 43, 248

中間会計期間中の
変動額

株式交換にと もなう
自己株式の処分

124

研究開発
積立金の積立 (注)

－

固定資産圧縮
積立金の取崩 (注)

－

剰余金の配当 (注) △ 555

役員賞与 (注) △ 87

中間純利益 1, 553

自己株式の取得 △ 4

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の
変動額(純額)

△ 623 △ 623 △ 623

中間会計期間中の
変動額合計

△ 623 △ 623 407

平成18年9月30日残高 2, 048 2, 048 43, 655

その他有価証券評価差額金 純資産合計評価・ 換算差額等合計

 

（注）平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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Ⅱ.中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

1.注記事項 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

2.重要な会計方針 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

①関係会社株式 

移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

イ．時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

ロ．時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

①製品・仕掛品 

総平均法による原価法 ただし個別注文生産品は個別法に基づく原価法 

②原材料 

総平均法による原価法 

③貯蔵品 

最終仕入原価法 

 

(3)固定資産の減価償却方法 

①有形固定資産 

定率法（年間発生見積額の月割按分額） 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（付属設備を除く）については、定額法を採用

しております。 

②無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能な期間（5 年）に基づく定額法、そ

れ以外の無形固定資産については、定額法を採用しております。 

 

(4)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給対象期間に対応した支給見込額を計上しております。 
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③役員賞与引当金 

役員の賞与支給に備えるため支給見込額を計上しております。 

④退職給付引当金 

従業員（パートタイマー及び嘱託を含む）の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上

しております。 

なお、数理計算上の差異は 10 年による定額法により翌期から償却しております。 

 

(5)リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

(6)消費税等の会計処理 

税抜き方式としております。 

 

3.会計方針の変更 

(1)貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当中間会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平

成 17 年 12 月 9 日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第 8 号 平成 17 年 12 月 9 日）を適用しております。これによる損益に与える影

響はありません。なお、従来の資本の部に相当する金額は 43,655 百万円です。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の

改正に伴い、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

 

(2)役員賞与に関する会計基準 

当中間会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第 4号 平成 17 年 11 月 29 日）

を適用しております。この結果、従来の方法に比べて営業利益、経常利益及び税引前中間純利益が、

34 百万円減少しております。 

 

(3)企業結合に係る会計基準等 

当中間会計期間より「企業結合に係る会計基準」（平成 15 年 10 月 31 日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準第 7 号 平成 17 年 12 月 27 日）並びに「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 平成 17 年 12 月 27 日）を適用

しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

 



 

個－8 

Ⅲ.注記事項 

1.中間貸借対照表関係 

（ 単位： 百万円）

項　 　 　 　 目 17年9月中間期 18年9月中間期 18年3月期

1.有形固定資産の減価償却累計額 20, 579 21, 584 21, 147

2.保証債務 126 134 132

3.期末日満期手形
－ 当中間期末日は金融

機関の休日であり ま
したが、 満期日に決
済されたものと して
処理しており ます。
決済されたものと し
て処理した手形は次
のと おり です。
受取手形　 424百万円

－

  

 

2.中間損益計算書関係 

（ 単位： 百万円）

項 目 17年9月中間期 18年9月中間期 18年3月期

1.販売費及び一般管理費のうち

1.主要な費目及び金額

役員報酬及び従業員給与賞与 1, 266 1, 257 2, 899

賞与引当金繰入額 391 386 402

役員賞与引当金繰入額 － 34 －

退職給付費用 133 88 273

福利厚生費 292 283 592

荷造運搬費 364 456 819

旅費交通費 150 143 286

消耗品費 65 99 190

賃借料 231 195 447

支払手数料 164 196 345

減価償却費 204 187 418

2.一般管理費及び製造費用に 998 1, 060 2, 048

2.含まれる研究開発費

 

 

3.中間株主資本変動計算書関係 

18 年 9 月中間期 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式

数（千株） 

当中間会計期間増

加株式数（千株）

当中間会計期間減

少株式数（千株） 

当中間会計期間末

株式数（千株） 

普通株式（注） 1,458 1 56 1,403

合計 1,458 1 56 1,403

（注）普通株式の自己株式の増加 1 千株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少 56 千株は株

式交換に伴う減少であります。 
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4.リース取引関係 

(1)リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

(単位:百万円) 

17 年 9 月中間期 18 年 9 月中間期 18 年 3 月期  

有形     無形 

固定資産  固定資産   合計 

有形     無形 

固定資産  固定資産   合計 

有形     無形 

固定資産  固定資産   合計 

取得価額相当額 784    1,168   1,952 782    1,134   1,916 721    1,010   1,731 

減価償却累計額相当額 396      741   1,138 307      622     929 356      576     933 

中間期末(期末)残高相当額 387      426     814 475      511     986 365      433     798 

②未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

 17年9月中間期 18年9月中間期 18 年 3 月期 

1 年内 327 百万円 285 百万円 288 百万円 

1 年超 557 百万円 576 百万円 575 百万円 

合計 884 百万円 861 百万円 863 百万円 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 17年9月中間期 18年9月中間期 18 年 3 月期 

支払リース料 212 百万円 181 百万円 415 百万円 

減価償却費相当額 200 百万円 171 百万円 392 百万円 

支払利息相当額 11 百万円 10 百万円 21 百万円 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

⑤利息相当額の計算方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

 

5.有価証券関係 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株

式で時価のあるものはありません。 
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6.１株当たり情報 

 17 年 9 月中間期 18 年 9 月中間期 18 年 3 月期 

１株当たり純資産額 2,125.30 円 1,882.41 円 1,865.53 円

１株当たり中間(当期)純利益 41.27 円 67.10 円 95.64 円

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 
41.25 円 － 95.60 円

（注）平成 17 年 11 月 22 日をもって株式分割（１株につき 1.2 株の割合で分割）を行っており、株式分

割が前期首において行われたと仮定して算出した 17 年 9 月中間期に係る１株当たり純資産額は

1,771.08 円、１株当たり中間純利益は 34.39 円、潜在株式調整後１株当たり中間純利益は 34.38

円であります。 

 

Ⅳ.部門別売上高ならびに受注動向 

18年9月中間期(平成18年4月1日～平成18年9月30日) （ 単位： 百万円）

期首受注残高 受注高 売上高 期末受注残高

区　 分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

13, 671
( 2, 183 )

5, 215
( 23 )

合 計 7, 481 100. 0 18, 617 100. 0 18, 887 100. 0 7, 212 100. 0

17年9月中間期(平成17年4月1日～平成17年9月30日) （ 単位： 百万円）

期首受注残高 受注高 売上高 期末受注残高

区　 分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

12, 548
( 1, 785 )

3, 763
( 33 )

合 計 5, 953 100. 0 18, 077 100. 0 16, 312 100. 0 7, 717 100. 0

18年3月期(平成17年4月1日～平成18年3月31日) （ 単位： 百万円）

期首受注残高 受注高 売上高 期末受注残高

区　 分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

26, 620
( 4, 085 )

9, 309
( 73 )

合 計 5, 953 100. 0 37, 458 100. 0 35, 929 100. 0 7, 481 100. 0

軸 受 機 器 2, 174 29. 1 13, 829 74. 3 72. 4 2, 332 32. 3

構 造 機 器 5, 306 70. 9 4, 788 25. 7 27. 6 4, 879 67. 7

軸 受 機 器 1, 719 28. 9 13, 080 72. 4 76. 9 2, 251 29. 2

構 造 機 器 4, 233 71. 1 4, 996 27. 6 23. 1 5, 466 70. 8

軸 受 機 器 1, 719 28. 9 27, 075 72. 3 74. 1 2, 174 29. 1

構 造 機 器 4, 233 71. 1 10, 382 27. 7 25. 9 5, 306 70. 9

 

 

(注）売上高欄の( )内は、輸出分を内数で表示しております。 


